
　

第21回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

１. 連結計算書類の連結注記表

２. 計算書類の個別注記表
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１. 連 結 注 記 表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項等

１. 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数及び名称

連結子会社の数 ４社

連結子会社の名称

KLab Global Pte. Ltd.

株式会社アバシー

株式会社スパイスマート

可来軟件开発（上海）有限公司（KLab China）

前連結会計年度において連結子会社でありました株式会社ANOBAKA（旧：株式会社KVP）は、

2020年12月１日付で保有株式の一部を売却したことにより連結の範囲から除外しております。

また、これに伴い対象会社の運用ファンドであり、前連結会計年度において連結子会社であり

ましたKVPシード・イノベーション１号投資事業有限責任組合及びKVPシード・イノベーション２

号投資事業有限責任組合についても連結の範囲から除外しております。

(2) 主要な非連結子会社の名称等

特記すべき主要な非連結子会社はありません。

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余

金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結

の範囲から除いております。

２. 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の非連結子会社及び関連会社の数及び名称

持分法適用の非連結子会社及び関連会社の数

１社

持分法適用の非連結子会社及び関連会社の名称

SBI-KLab Startup１号投資事業有限責任組合

(2) 持分法を適用しない主要な非連結子会社及び関連会社の名称等

KLab Ventures株式会社

株式会社ANOBAKA（旧：株式会社KVP）

持分法適用の範囲から除いた理由

持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社はいずれも、それぞれ当期純損益及び利益剰

余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が

軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しています。

３. 連結子会社の事業年度に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。
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４. 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）を採用しております。

関係会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

なお、投資事業有限責任組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみ

なされるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の

決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

2007年３月31日以前に取得したものについては旧定率法を、2007年４月１日以降に取得したも

のについては定率法を採用しております。但し、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及

び構築物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 10～15年

工具、器具及び備品 ４～６年

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間（２年又は５年）

に基づいております。

③ リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち、当連結会計年度に帰属する部分の金額

を計上しております。

　

(4) その他連結計算書類の作成のための重要な事項

① 重要な外貨建資産・負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。また、外貨建有価証券（その他有価証券）は、連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額は純資産の部におけるその他有価証券評価差額金に含めておりま

す。なお、在外子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益

及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定

に含めております。

② のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、10年の期間で均等償却を行っております。

③ 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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表示方法の変更に関する注記

（連結損益計算書関係）
前連結会計年度において、「特別利益」の「その他」に含めていた「自己新株予約権消却益」は、

金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記しております。

連結貸借対照表に関する注記

１. 有形固定資産の減価償却累計額

建物 167,044千円

その他 476,675千円

合計 643,719千円

２. 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

投資その他の資産のその他

関係会社株式 38,000千円

その他の関係会社有価証券 171,866千円

３. 当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行３行と当座貸越契約を締結してお

ります。契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額 3,600,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 3,600,000千円
　

連結株主資本等変動計算書に関する注記

１. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び総数に関する事項

当連結会計年度
期首株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式

普通株式(注)１． 38,171,900 303,200 － 38,475,100

自己株式

普通株式(注)２. 170,000 － 170,000 －

(注)１. 普通株式の発行済株式総数の増減事由は、以下のとおりであります。

新株予約権の行使に伴う増加 303,200株

(注)２. 普通株式の自己株式の増減事由は、以下のとおりであります。

譲渡制限付株式報酬としての処分 125,100株

ESOP信託による持株会への売却による減少 44,900株
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２. 新株予約権等に関する事項

新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当連結会計
年度末残高
(千円)

当連結会計
年度期首

増加 減少
当連結会計
年度末

提出会社

2012年７月31日
第６回新株予約権

普通株式 25,000 － － 25,000 6,025

2014年４月25日
第12回新株予約権

普通株式 98,200 － 11,800 86,400 464

2016年３月25日
第14回新株予約権

普通株式 155,500 － 155,500 － －

2016年３月31日
第15回新株予約権

普通株式 317,800 － 69,400 248,400 1,242

2016年３月31日
第16回新株予約権

普通株式 466,500 － 132,000 334,500 1,672

2016年３月31日
第17回新株予約権

普通株式 500,000 － 16,800 483,200 2,416

連結子会社
2015年７月17日
新株予約権

普通株式 9,000 － 9,000 － －

合計 1,572,000 － 394,500 1,177,500 11,819
　

(注) 当連結会計年度における減少は、権利の行使及び失効によるものであります。

金融商品に関する注記

１. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社は、資金計画に基づき、必要な資金は銀行借入及び増資等の最適な方法により調達して

おります。資金運用については短期的な預金、比較的安全性の高い金融資産等に限定しており

ます。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

有価証券及び投資有価証券は、主に満期保有目的の債券及び業務上の関係を有する企業の株

式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。当該リスクに関して、定期的に時価や

発行体の財務状況等を把握し、リスク軽減に努めております。

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、外貨建ての金銭債

権は、為替変動のリスクに晒されております。

関係会社株式は、業務上関連性のある企業の株式であります。

営業債務である買掛金、未払法人税等は１年以内の支払期日であります。

長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）については、主に運転資金に係る調達で

あり、このうち一部は変動金利であるため、金利の変動リスクに晒されております。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、社内規程に従い営業債権について、取引先の状況を定期的に確認し、取引先相手

ごとに財務状況等の悪化による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

② 市場リスクの管理

外貨建ての金銭債権については、外国為替の市場動向を随時チェックし、市場リスクの低

減に努めております。

有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状況等

を把握し、また、満期保有目的の債券以外のものについては、取引先企業との関係を勘案し

て保有状況を継続的に見直しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するととも

― 4 ―

2021年02月22日 12時03分 $FOLDER; 5ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



に、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定

された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、

異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

(5) 信用リスクの集中

当期の連結決算日現在における営業債権のうち78％が特定の大口顧客に対するものでありま

す。

２. 金融商品の時価等に関する事項

2020年12月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に

ついては、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含めておりません（(注)２. 参照）。
(単位：千円)

　

連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 8,115,782 8,115,782 －

(2) 売掛金 3,184,076

貸倒引当金(※) △311

売掛金（純額） 3,183,764 3,183,764 －

(3) 有価証券及び投資有価証券

①満期保有目的の債券 398,393 419,441 21,048

②その他有価証券 3,589,533 3,589,533 －

資産計 15,287,473 15,308,521 21,048

(1) 買掛金 2,407,474 2,407,474 －

(2) 未払法人税等 280,772 280,772 －

(3) 長期借入金 1,745,600 1,743,751 △1,848

（一年内に返済予定を含む）

負債計 4,433,847 4,431,998 △1,848

(※) 売掛金に対応する貸倒引当金を控除しております。

(注)１. 金融商品の時価の算定方法に関する事項

資産

(1) 現金及び預金 (2) 売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(3) 有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提

示された価格によっております。

負債

(1) 買掛金 (2) 未払法人税等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(3) 長期借入金（一年内に返済予定を含む）

これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引

いた現在価値により算定しております。

(注)２. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額
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(単位：千円)

区分 2020年12月31日

（1）投資有価証券 260,192

（2）関係会社株式 38,000

（3）その他の関係会社有価証券 171,866

（4）出資金 588,683
　

これらの科目については、市場価格がなく、時価を算定することが極めて困難であるため、時価開示の対象

としておりません。

(注)３. 金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

(単位：千円)

１年内 １年超５年内 ５年超10年内 10年超

現金及び預金 8,115,782 － － －

売掛金 3,184,076 － － －

投資有価証券

満期保有目的の債券（その他） － 393,300 － －

資産計 11,299,858 393,300 － －

(注)４. 長期借入金の連結決算日後の返済予定額

(単位：千円)

１年内 １年超２年内 ２年超３年内 ３年超４年内 ４年超５年内 ５年超

長期借入金 741,768 541,788 262,068 100,008 99,968 －

一株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 430円74銭

１株当たり当期純利益 20円08銭

重要な後発事象に関する注記

（自己株式の取得）

当社は、2021年２月19日開催の取締役会において、会社法第459条第１項第１号の規定による定
款の定めに基づき、自己株式を取得することを決議いたしました。

１．自己株式の取得を行う理由
株主還元を充実させるとともに、資本効率の向上及び経営環境の変化に対応した機動的な資

本政策の遂行を可能とするため。

２．取得対象株式の種類
普通株式

３．取得する株式の総数
900,000株（上限）

（発行済み株式総数（自己株式を除く）に対する割合 2.34％）

４．株式の取得価額の総額
500,000千円（上限）

５．取得期間
2021年２月22日から2021年12月30日

６．取得の方法
東京証券取引所における市場買付
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２. 個 別 注 記 表

重要な会計方針に係る事項に関する注記

１. 資産の評価基準及び評価方法

有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）を採用しております。

関係会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

その他の関係会社有価証券

投資事業有限責任組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされる

もの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基

礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

なお、投資事業有限責任組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみ

なされるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の

決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

２. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

2007年３月31日以前に取得したものについては旧定率法を、2007年４月１日以降に取得したも

のについては定率法を採用しております。但し、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及

び構築物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 10～15年

工具、器具及び備品 ４～６年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間(２年又は５年)に

基づいております。

(3) リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

３. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち、当期に帰属する部分の金額を計上して

おります。

４. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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表示方法の変更に関する注記

（損益計算書関係）
前事業年度において、独立掲記しておりました「営業外費用」の「投資事業組合運用損」は、金

額的重要性が乏しくなったため、当事業年度より「営業外費用」の「その他」に含めて表示してお
ります。

貸借対照表に関する注記

１. 有形固定資産の減価償却累計額

建物 167,044千円

工具、器具及び備品 450,389千円

合計 617,433千円
　
２. 関係会社に対する金銭債権債務

その他の流動資産 3,087千円

長期貸付金 1,537,711千円

買掛金 79,046千円
　
３. 当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行３行と当座貸越契約を締結してお

ります。契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額 3,600,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 3,600,000千円
　
損益計算書に関する注記

関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引の取引高の総額

営業取引（支出分） 732,334千円

営業取引以外の取引（収入分） 6,420千円
　

株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び総数に関する事項

当事業年度
期首株式数(株)

当事業年度
増加株式数(株)

当事業年度
減少株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

普通株式 170,000 － 170,000 －

(注) 普通株式の自己株式の増減事由は、以下のとおりであります。

譲渡制限付株式報酬としての処分 125,100株

ESOP信託による持株会への売却による減少 44,900株
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税効果会計に関する注記

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 (単位：千円)

未払事業税否認 24,546

未払事業所税否認 3,791

賞与引当金否認 39,587

賞与引当金社会保険料否認 5,439

前受金益金算入 344,115

減価償却超過額 566,419

貸倒引当金否認 429,187

資産除去債務 20,678

投資有価証券評価損否認 4,439

関係会社株式評価損否認 233,911

減損損失 414,118

その他 105,450

繰延税金資産小計 2,191,685

評価性引当額 △360,444

繰延税金資産合計 1,831,241

繰延税金負債 (単位：千円)

その他有価証券評価差額金 △75,605

繰延税金負債合計 △75,605

繰延税金資産の純額 1,755,635

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異

の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 30.62％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.24％

受取配当金益金不算入 △0.27％

住民税均等割等 1.33％

控除所得税額 0.34％

過年度法人税等 △5.74％

評価性引当額の増減 4.86％

試験研究費等の税額控除 △2.95％

その他 △0.91％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 27.52％
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関連当事者との取引に関する注記

１. 子会社及び関連会社等
　

種類 会社等の名称 所在地
資本金又は
出資金

事業の内容
議決権等の
所有(被所有)
割合（％)

関連当事者
との関係

取引内容
取引金額
(千円）
(注)１.

科目
期末残高
(千円）
(注)１.

子会社
KLab Global
Pte. Ltd.

シンガ
ポール共
和国

205,450SGD
ゲームのパブ
リッシング

（所有）
直接 100

役員の兼任
資金の援助

－ －
長期貸付金
(注)２.３.

1,537,711

子会社

可来軟件开
発（上海）
有 限 公 司
(KLab China
Inc.)

中華人民

共和国
1,400千SGD

ゲームのパブ
リッシング

（所有）
直接 100

役員の兼任
業務委託

業務委託 732,334 買掛金 79,046

　

(注)１．取引金額には消費税を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

(注)２．資金の貸付については、無利息にしております。

(注)３．KLab Global Pte. Ltd.の貸付金に対する期末の貸倒引当金残高は1,394,229千円であります。また、当事業

年度において57,243千円の貸倒引当金戻入額を計上しております。

２. 役員及び個人主要株主等
　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金
又は
出資金

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所有)
割合（％)

関連当事者
との関係

取引内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員 森田 英克 － －
当社

代表取締役
（被所有）
直接0.91

－

ストック・オプ
ションの権利行
使(注)１.

37,392 － －

金銭報酬債権の
現物出資に伴う
自己株式の処分
(注)２.

70,726 － －

役員 五十嵐 洋介 － －
当社

代表取締役
（被所有）
直接 1.09

－

ストック・オプ
ションの権利行
使(注)１.

29,425 － －

金銭報酬債権の
現物出資に伴う
自己株式の処分
(注)２.

－ － －

役員 高田 和幸 － － 当社取締役
（被所有）
直接 0.31

－

ストック・オプ
ションの権利行
使(注)１.

18,270 － －

金銭報酬債権の
現物出資に伴う
自己株式の処分
(注)２.

8,232 － －

役員 中根 良樹 － － 当社取締役
（被所有）
直接 0.23

－

ストック・オプ
ションの権利行
使(注)１.

4,567 － －

金銭報酬債権の
現物出資に伴う
自己株式の処分
(注)２.

6,860 － －

　

(注)１. ストック・オプションの権利行使は、権利付与時の契約によっております。

(注)２. 譲渡制限付株式報酬制度に伴う、金銭報酬債権の現物出資によるものであります。

一株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 441円86銭

１株当たり当期純利益 17円37銭

重要な後発事象に関する注記

（自己株式の取得）

「連結注記表（重要な後発事象に関する注記）」に同一の内容を記載しておりますので、記載を省
略しております。
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